
様式第一号（第一条関係）                                  （Ａ４） 

１ １ ０ 

免 許 申 請 書 
（第一面） 

     宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。 

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 
 

      令和８年  ８月  １日 
    

  山 梨 県 知 事  殿 

申請者 商号又は名称  山梨不動産 

郵便番号   （４００－００３１） 
 

主たる事務所の 

所  在  地 
 

氏     名  山梨 太郎  

（法人にあっては、代表者の氏名） 

電 話 番 号 （０５５）２２３－１７３０ 

ファクシミリ番号（０５５）２２３－１７３６ 
 

受付番号        受付年月日       申請時の免許証番号 

※       ※        １ ９ （ １ ）   ３ ０ ０ ０ 
 

（有効期間：令和３年 １０月 １日 ～ 令和８年 ９月 ３０日） 

免許の 

種 類 
 
1.新規 

2.免許換え新規 

3.更新 

免許換え後の 

免許権者コード 
※ 免許証番号 山梨県知事 （   ）第        号 

 ３  →    ※ 免許年月日        年    月    日 

    
 

※ 有効期間 
       年    月    日から 

       年    月    日まで 
 

項番  ◎ 商号又は名称 

11  
フリガナ 

ヤ マ ナ シ フ ト  ゙ウ サ ン           法人・個人の別 

                      ２ 1.法人 

2.個人 

 

商号又は 

名  称 

山 梨 不 動 産                 

                    
 

 ◎ 代表者又は個人に関する事項 

12  役名コード    登録番号 １ ９ 
 

０ ０ ８ ０ ０ ０ 
 

   

 フリガナ ヤ マ ナ シ  タ ロ ウ             

氏 名 山 梨  太 郎                

生年月日 S 
 

６ ０ 年 ０ ４ 月 ３ ０ 日  
 

 ◎ 宅地建物取引業以外に行っている  ◎ 所属している不動産業関係業界団体がある場合には 

   事業がある場合にはその種類      その名称 

13  兼
業
コ
ー
ド 

５ ０ 

 

な  し 

 

所
属
団
体
コ
ー
ド 

０ ４ 

 

（公社）山梨県宅地建物取引業協会 (加入:令和２年６月１０日) 

       (加入:  年  月  日) 

      (加入:  年  月  日) 

◎ 資本金（千円） 

 

   (加入:  年  月  日) 

   (加入:  年  月  日) 

            

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

別 記 

確認欄 

※ 

 

億  千万 百万  十万  万   千 

記入例（個人事業主） 

申請年月日 

山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 

フリガナ欄は濁点・半濁点を１文字として記入 

商号又は名称欄は濁点・半濁点を含めて１文字として記入 

フリガナ欄は濁点・半濁点を１文字として記入 

氏名欄は濁点・半濁点を含めて１文字として記入 

両欄とも姓と名の間は１文字空ける 

所属団体コード 

０４（公社）山梨県宅地建物取引業協会 

０５（公社）全日本不動産協会 

個人の場合、記入不要 



（第二面） 

１ ２ ０ 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

 

項番  ◎ 役員に関する事項（法人の場合） 

21  役名コード    登録番号   
 

      
 

 
  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日  

 

 

 

21  役名コード    登録番号   
 

      
 

 
  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日  

 

 

 

21  役名コード    登録番号   
 

      
 

 
  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日  

 

 

 

21  役名コード    登録番号   
 

      
 

 
  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日  

 

 

 

21  役名コード    登録番号   
 

      
 

 
  

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日  

 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

個人の場合、添付不要 



 

（第三面） 

１ ３ ０ 

受付番号       申請時の免許証番号 

※       １ ９ （ １ ）   ３ ０ ０ ０ 

 

項番   

30  事務所の別 １ 1.主たる事務所 2.従たる事務所 ※ 事務所コード    

 事務所の名称 主 た る 事 務 所               

 

 

 

 

 ◎ 事務所に関する事項 

31  郵 便 番 号 ４ ０ ０ 
 

０ ０ ３ １   

 所在地市区町村コード １ ９ ２ ０ １   山梨  都道府県 甲府 市郡区     区町村 

所 在 地 
丸 の 内 １ － ６ － １             

                    

電 話 番 号 ０ ５ ５ － ２ ２ ３ － １ ７ ３ ０   

従事する者の数    ３ 

 

 ◎ 政令第2条の2で定める使用人に関する事項 

32  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日  

 

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項 

41  登録番号 １ ９ 
 

０ ０ ８ ０ ０ ０ 
 

    

 フリガナ ヤマナシ タロウ 

氏 名 山梨 太郎 

生年月日 S 
 

６０ 年 ４ 月 ３０ 日  

 

 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ ヤマナシ ジロウ 

氏 名 山梨 二郎 

生年月日 Ｓ 
 

６３ 年 ８ 月 １２ 日  

 

 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ  

氏 名  

生年月日  
 

 年  月  日  

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

記入漏れが多いので注意 

事務所の名称は「山梨不動産」ではなく「主たる事務所」と記入 

市町村コード 

甲 府 市 19201 

富士吉田市 19202 

都 留 市 19204 

山 梨 市 19205 

大 月 市 19206 

韮 崎 市 19207 

南アルプス市 19208 

北 杜 市 19209 

甲 斐 市 19210 

笛 吹 市 19211 

上野原市 19212 

甲 州 市 19213 

中 央 市 19214 

市川三郷町 19346 

早 川 町 19364 

身 延 町 19365 

南 部 町 19366 

富士川町 19368 

昭 和 町 19384 

道 志 村 19422 

西 桂 町 19423 

忍 野 村 19424 

山中湖村 19425 

鳴 沢 村 19429 

富士河口湖町 19430 

小 菅 村 19442 

丹波山村 19443 

取引士の登録番号 

最初の00は省略可 



 

（第四面） 

１ ４ ０ 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

項番   

30  事務所の名称   ※ 事務所コード    

 

 

 

 

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項（続き） 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ  

氏 名  

生年月日  
 

 年  月  日  

 

 

 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ  

氏 名  

生年月日  
 

 年  月  日  

 

 

 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ  

氏 名  

生年月日  
 

 年  月  日  

 

 

 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ  

氏 名  

生年月日  
 

 年  月  日  

 

 

 

41  登録番号   
 

      
 

    

 フリガナ  

氏 名  

生年月日  
 

 年  月  日  

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

専任の宅地建物取引士が４人未満の場合は添付不要 



 

（第五面） 

 

 

 

 

 

 

 

「納付済証」貼付欄（紙申請の場合のみ） 
 

※各建設事務所の窓口で書類の内容確認を受けた後、各建設事務所内に設置されている 

「ＰＯＳレジ」にて、「３３，０００円」の手数料を支払う。 

 

   ★電子申請の場合は、申請受付後、県担当者からｅＭＬＩＴ内の通知（又は電話）にて、 

    申請を受け付けた旨の連絡と手数料納付の案内がある（この用紙は使わない）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商号又は名称： 



 

様式第二号（第一条の二関係）                                 （Ａ４） 
 

添 付 書 類 （１） 
 

（第一面） 
 

宅 地 建 物 取 引 業 経 歴 書 
 

1．事業の沿革 

最初の免許 組   織   変   更 

R8年9月 30日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 

山梨県知事免許       

 

2．事業の実績 

 イ．代理又は媒介の実績          （「売買・交換」の欄の上段には売買の実績を、下段には交換の実績を記入してください。） 

期 間 

R3年  10月  1日から 

R3年  12月 31日まで 

の1年間 

R4年  1月  1日から 

R4年 12月 31日まで 

の1年間 

R5年  1月  1日から 

R5年 12月 31日まで 

の1年間 

R6年  1月  1日から 

R6年 12月 31日まで 

の1年間 

R7年  1月  1日から 

R7年 12月 31日まで 

の1年間 

種類 

内容 
売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 売買・交換 貸 借 

宅 

 

地 

件 数 
１  ２ 

 
 

 
１ 

 
１ 

 
     

価 額 

(千円) 
5,000  15,000    3,800  2,000  

手数料 

(千円) 

453 
 

1,101 
 

 
 

371 
 

216 
 

     

建 

 

物 

件 数 
 

２ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 
 

１ 
     

価 額 

(千円) 
          

手数料 

(千円) 

 
110 

 
190 

 
100 

 
35 

 
40 

     

宅 

地 

及 

び 

建 

物 

件 数 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
     

価 額 

(千円) 
          

手数料 

(千円) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

     

合 

 

計 

件 数 
１ 

２ 
２ 

３ 
０ 

２ 
１ 

１ 
１ 

１ 
０ ０ ０ ０ ０ 

価 額 

(千円) 
5,000  15,000  ０  3,800  2,000  

手数料 

(千円) 

453 
110 

1,101 
190 

０ 
100 

371 
35 

216 
40 

０ ０ ０ ０ ０ 

 

（第二面） 

有効期間の始期が１０月１日の場合、免許日は１０月１日ではなく９月３０日（前日） 

最初の更新の場合は、当初免許の翌日から実績を記入する 

価格は税抜きで記入 

上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入 

実績がない場合は、合計欄のみ０をすべて記入 

価格、手数料は千円未満切り捨てで記入 



 

 ロ．売買・交換の実績 

期 間 

 

種 類 

R3年  10月  1日

から 

R3年 12月 31日

までの1年間 

R4年  1月  1日

から 

R4年 12月 31日

までの1年間 

R5年  1月  1日

から 

R5年 12月 31日

までの1年間 

R6年  1月  1日

から 

R6年 12月 31日

までの1年間 

R7年  1月  1日

から 

R7年 12月 31日

までの1年間 

売 

 

 

 

却 

宅 地 
件  数      

価額(千円)      

建 物 
件  数      

価額(千円)      

宅地及 

び建物 

件  数          １  

価額(千円)    12,000  

合 計 
件  数 ０ ０ ０ １ ０ 

価額(千円) ０ ０ ０ 12,000 ０ 

購 

 

 

 

入 

宅 地 
件  数     １ 

価額(千円)     4,000 

建 物 
件  数      

価額(千円)      

宅地及 

び建物 

件  数  １   １ 

価額(千円)  10,000   7,000 

合 計 
件  数 ０ １ ０ ０ ２ 

価額(千円) ０ 10,000 ０ ０ 11,000 

交 

 

 

 

換 

宅 地 
件  数      

価額(千円)      

建 物 
件  数      

価額(千円)      

宅地及 

び建物 

件  数      

価額(千円)      

合 計 
件  数 ０ ０ ０ ０ ０ 

価額(千円) ０ ０ ０ ０ ０ 

 

備 考 

１ 新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること（第一面）。 

２ 「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更等について記入すること（第一面）。 

３ 「期間」の欄には、事業年度を記入すること（第一面、第二面）。 

４ 「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること（第一面）。 

 

 

実績がない場合は、合計欄のみ０を記入 



（Ａ４） 

添 付 書 類 （２） 

 

誓 約 書 

 

 

 

 

 

 

 

申請者、申請者の役員、令第２条の２に規定する使用人、 

 

法定代理人及び法定代理人の役員は、法第５条第１項各号に 

 

該当しない者であることを誓約します。 

 

 

 

令和８年  ８月  １日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商号又は名称 山梨不動産 

氏    名 山梨 太郎 

 

法定代理人 

 商号又は名称 

氏    名                   

 

 

    

   山 梨 県 知 事  殿 

 

 

申請年月日 



 

（Ａ４） 

 

添 付 書 類 (３) 

 

略 歴 書 
 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

氏 名 

ﾔﾏﾅｼ  ﾀﾛｳ 

山梨 太郎 

職 名 代表者、専任の取引士 登録番号 １９－８０００ 

職 歴 

期  間 従 事 し た 職 務 の 内 容 

自 H 20 年 4 月 1 日 
 山梨甲府不動産株式会社 勤務 

至 R 2 年 3 月 31 日 

自 R 2 年 4 月 1 日 
 無職 

至 R 2 年 5 月 30 日 

自 R 2 年 5 月 31 日 
 山梨不動産 代表者・専任の取引士 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日  

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

令和８年  ７月  ２０日 

 

氏 名  山梨 太郎 

 

 

 

 

 

 
 

概ね学卒後から現在まで

の職歴を全て記入 

職務内容から重複時期の有無を確

認するため、期間を空けずに記入 

事業準備期間は無職と記入 

記入年月日 

（申請日と異なっても可） 

代表者及び専任の取引士が別である場合は、代表者は添付書類（３）を使用し、 

専任の取引士は添付書類（８）を使用 

兼任の場合は、添付書類（３）のみ提出する 

宅建士の登録があれば記入 

職務の内容欄 

【入社】現在、勤務している業者 

【勤務】過去、勤務していた業者 

【就任】現在、就いている役職 

【役職名のみ】過去、就いていた役職 



 

（Ａ４） 

 

添 付 書 類 (４) 

 

専任の宅地建物取引士設置証明書 

 

下記の事務所は、宅地建物取引業法第３１条の３第１項に規定する要件を備えている 

ことを証明します。 

 

 

令和８年 ８月 １日 

 

      

   山 梨 県 知 事  殿 

商号又は名称  山梨不動産 

 

氏    名  山梨 太郎 

（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

 

記 

 

事務所の名称 所   在   地 
専任の宅地建物

取引士の数 

宅地建物取引業に 

従事する者の数 

主たる事務所 山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 １名 ３名 

  名 名 

  名 名 

  名 名 

 

 

 
 

申請年月日 

事務所の名称は「山梨不動産」ではなく「主たる事務所」と記入 



（Ａ４） 

 

添 付 書 類 (５) 

 

資産の状況を示す書面 

 

令和８年 ７月 ３１日現在 

資  産 価     格 （円） 摘     要 

資 産   

現金預金 ５，８００，０００円  

有価証券  
 

未収入金 
 
 

土  地 ３２，０００，０００円 １００坪（甲府市） 

建  物 ７０，０００，０００円 ５６㎡（甲府市）、他３件 

備  品   

権  利 ７０，０００円 電話加入権 

そ の 他   

  計 １０７，８７０，０００円  

負 債      

借 入 金 ２２，０００，０００円 銀行借入 

未 払 金   

預 り 金   

前 受 金   

そ の 他   

  計 ２２，０００，０００円  

 

備 考 

 １ この書面は、個人の業者のみが記入すること。 

 ２ 「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。 

 

土地、建物、備品、権利は

申請者が時価で見積もる 

免許申請日から前３ヶ

月以内（なるべく直前） 

物件が複数ある場合には主要

な物件を記入し、他○件とする 



添 付 書 類 （６） 
                                   （Ａ４） 

１ ５ ０ 

（第一面） 

 

相 談 役 及 び 顧 問 （ 法 人 の 場 合 ） 

 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

 

項番 

51  役名コード    就任年月日  
 

  年   月   日 
 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日 
 

住所市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

 

51  役名コード    就任年月日  
 

  年   月   日 
 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日 
 

住所市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

 

51  役名コード    就任年月日  
 

  年   月   日 
 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日 
 

住所市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

 

51  役名コード    就任年月日  
 

  年   月   日 
 

 フリガナ                     

氏 名                     

生年月日  
 

  年   月   日 
 

住所市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住   所 
                    

                    

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

個人の場合、添付不要 



 

（第二面） 

１ ６ ０ 

 

１００分の５以上の株式を有する株主又は１００分の５以上の額に相当する出資をしている者（法人の場合） 
 

受付番号       申請時の免許証番号 

※         （   ）       

 

項番 

52  フ リ ガ ナ                     

氏名又は名称                     

生 年 月 日  
 

  年   月   日  

保有株式の数 

（出資金額） 

株 

 (円) 
割 合 ％  

市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住所又は所在地 
                    

                    

 

52  フ リ ガ ナ                     

氏名又は名称                     

生 年 月 日  
 

  年   月   日  

保有株式の数 

（出資金額） 

株 

(円) 
割 合 ％  

市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住所又は所在地 
                    

                    

 

52  フ リ ガ ナ                     

氏名又は名称                     

生 年 月 日  
 

  年   月   日  

保有株式の数 

（出資金額） 

株 

(円) 
割 合 ％  

市区町村コード            都道府県     市郡区     区町村 

住所又は所在地 
                    

                    

 

52  フ リ ガ ナ                     

氏名又は名称                     

生 年 月 日  
 

  年   月   日  

保有株式の数 

（出資金額） 

株 

(円) 
割 合 ％  

市区町村コード             都道府県     市郡区     区町村 

住所又は所在地 
                    

                    

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

確認欄 

※ 

 

個人の場合、添付不要 



（Ａ４） 
 

添 付 書 類 (７) 
 

事務所を使用する権原に関する書面 
 

 

事      項 所有者 
事務所の所有者が申請者と異なる場合 

契約相手 契約日 契約期間 契約形態 用  途 

（事務所名）主たる事務所 

 

（所在地）山梨県甲府市 

     丸の内一丁目６番１号 

山梨 平吉 山梨 平吉 R3.9.1 

R3.9.1 

～ 

R13.8.31 

(更新可) 

賃貸借 事務所 

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

   

  

 

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

 

     

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

      

（事務所名） 

 

（所在地） 

 

      

上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。 

 

    令和８年  ８月  １日 

 

商号又は名称 山梨不動産 

 

氏    名 山梨 太郎              

（法人にあっては、代表者の氏名） 

 

備 考 

１ 「所有者」の欄は、事務所の所有者の氏名又は法人名（法人の代表者名を含む。）を記入すること。 

２ 「事務所の所有者が申請者と異なる場含」の欄は、事務所の所有者が免許申請者と異なる場合にのみ 

次により記入すること。 

  ① 「契約形態」の欄は、賃貸借又は使用貸借の別を記入すること。 

  ② 「用途」の欄は、建物賃貸借契約書又は建物使用貸借契約書等に記載された用途（住居、事務所等）に

ついて記入すること。 

 

【更新後の免許有効期間中に事務所の賃貸借契約期間が切れる場合】 

事務所の賃貸借契約書に自動更新と記載がある場合には「自動更新」 

更新することができると記載がある場合は「更新可」を記入 

※個人、法人所有を問わない 

事務所名は「甲州不動産」ではなく 

「主たる事務所」と記入 

個人所有である場合には、氏名のみで可 

所有者欄が法人所有である場合には、

法人名、役職名、氏名を必ず記入 

（例） 

○○不動産株式会社 

代表取締役 ○○×× 

「賃貸借」または「使

用貸借」を記入 

土地建物登記簿謄本、賃貸借

契約書、使用賃貸借契約書に

記載されている用途を記入 

申請年月日 



（Ａ４） 

添 付 書 類 (８) 

 

略 歴 書（専任の宅地建物取引士等） 
 

住 所 
山梨県甲府市丸の内１－６－１ 

 電話番号（０９０）１２３４－５６７８ 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

氏 名 

ﾔﾏﾅｼ ｼﾞﾛｳ 

山梨 二郎 
生年月日 Ｓ ６３ 年 ５ 月 ３１ 日 

職 名 専任の取引士 登録番号 １９－９０００ 

職 歴 

期  間 従 事 し た 職 務 の 内 容 

自 H 20 年 4 月 1 日 
 山梨甲府不動産株式会社 勤務 

至 H 30 年 8 月 31 日 

自 H 30 年 9 月 1 日 
 無職 

至 R 2 年 4 月 30 日 

自 R 2 年 5 月 1 日 
 山梨不動産 専任の取引士 就任 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
                    現在に至る 

至   年  月  日 

自   年  月  日   

 至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

自   年  月  日 
 

至   年  月  日 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

令和８年  ７月  ２５日 

 

氏 名  山梨 二郎 

 

 

 

 

備 考 

 法第３１条の３第２項により同条第１項の宅地建物取引士とみなされる者にあっては、本様式の作成を省略す

ることができる。 

 

「専任の宅地建物取引士」を

「専任の取引士」と記入して

も可 

概ね学卒後から現在まで

の職歴を全て記入 

職務内容から重複時期の有無を確

認するため、期間を空けずに記入 

事業準備期間は無職と記入 

記入年月日 

（申請日と異なっても可） 

 

職務の内容欄 

【入社】現在、勤務している業者 

【勤務】過去、勤務していた業者 

【就任】現在、就いている役職 

【役職名のみ】過去、就いていた役職 

※代表者以外の者が専任の取引士の場合に作成※ 



（Ａ４） 

添 付 書 類 (９) 

代表者等の連絡先に関する調書 

免許を受けようとする者（法人である場合においては、その役員） 

（ フ リ ガ ナ ） 

氏       名 
住        所 電  話  番  号 

ヤマナシ タロウ 

山梨 太郎 
山梨県甲府市丸の内１－６－１ ０９０－１２３４－５６７８ 

   

   

   

   

   

   

政令第２条の２で定める使用人 

（ フ リ ガ ナ ） 

氏       名 
住        所 電  話  番  号 

   

   

   

   

   

   

   

 

上記のとおり相違ありません。 

令和８年 ８月 １日 

氏 名  山梨 太郎 

 

備 考 

この書面は、法第９条の規定により法人の役員又は政令第２条の２で定める使用人の変更の届出をしようとするときは、そ

の届出に係る者についてのみ作成すること 

申請年月日 



 

 

添 付 書 類 （１０） 
                                   （Ａ４） 

１ ７ ０ 

宅地建物取引業に従事する者の名簿 
 

受付番号       申請時の免許証番号 

※       １ ９ （ １ ）   ３ ０ ０ ０ 
 

事務所コード 

事務所の名称  主たる事務所  ※   

従事する者  ３ 名 うち専任の宅地建物取引士 １ 名   
 

項番 

61  業  務  に  従  事  す  る  者 

  
氏        名 生 年 月 日 

性 別 従業者証 

明書番号 

主たる 

職務内容 

宅地建物取引士で 

あるか否かの別 

１  山 梨  太 郎      S ６ ０ ０ ４ ３ ０ 1.男 2.女 210801 代表者、専取 ○〔１９－８０００〕 

２  甲 州  一 華      H ０ ３ ０ ３ １ ３ 1.男 2.女 220404 経理 〔１３－２１２１２〕 

３  山 梨  二 郎      S ６ ３ ０ ８ １ ２ 1.男 2.女 230605 営業 〔       〕 

４                   1.男 2.女   〔       〕 

５                   1.男 2.女   〔       〕 

６                   1.男 2.女   〔       〕 

７                   1.男 2.女   〔       〕 

８                   1.男 2.女   〔       〕 

９                   1.男 2.女   〔       〕 

10                   1.男 2.女   〔       〕 

11                   1.男 2.女   〔       〕 

12                   1.男 2.女   〔       〕 

13                   1.男 2.女   〔       〕 

14                   1.男 2.女   〔       〕 

15                   1.男 2.女   〔       〕 

16                   1.男 2.女   〔       〕 

17                   1.男 2.女   〔       〕 

18                   1.男 2.女   〔       〕 

19                   1.男 2.女   〔       〕 

20                   1.男 2.女   〔       〕 

21                   1.男 2.女   〔       〕 

22                   1.男 2.女   〔       〕 

23                   1.男 2.女   〔       〕 

24                   1.男 2.女   〔       〕 

25                   1.男 2.女   〔       〕 

確認欄 

※ 

 

事務所の名称は「山梨不動産」ではなく「主たる事務所」と記入 

専取は専任の取

引士の略 

専取には○を記入 

取引士の資格を保有

している全てに登録

番号を記入 

山梨「１９」 

東京「１３」 

神奈川「１４」 

・最初の４桁は宅建業に従事することになった年月 

  ※新規申請の場合は申請年月 

・次の２桁は宅建業に従事する者、免許当初から雇用

した連番 

（例）甲州一華 220404 

令和４年（２０２２）４月から従事、２人退職、会

社全体では４番目の採用となる。 

・以前勤務していた人が復帰した場合は、新しく付番

する（末尾も）。 



事 務 所 の 写 真 

 事務所の名称  山梨不動産    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)１．【事務所外観】事務所の入口・看板を含め建物全景が確認できるもの 

２．【ビル等の内部にある事務所】１．に追加して建物入口が確認できるもの 

３.【事務所内部】応接セット、電話、事務机（事務スペース）等が確認できるもの 

４．【更新又は変更の場合】業者票掲示・報酬額掲示の状況及び記載内容が確認できるもの 

※最新のものであること 

５．申請前６ヶ月以内に撮影したもので必ずカラーのもの 

６．写真の枚数は、１～４の内容が確認できる必要枚数とする（複数ページ可）。 

 

★現像したカラー写真の他、プリンタでカラー印刷したものも可（正本、副本とも） 

更新（既設事務所）の場合は、

業者票、報酬額表を撮影す

る。 



事 務 所 の 写 真 
 

 事務所の名称  山梨不動産    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)１．【事務所外観】事務所の入口・看板を含め建物全景が確認できるもの 

２．【ビル等の内部にある事務所】１．に追加して建物入口が確認できるもの 

３.【事務所内部】応接セット、電話、事務机（事務スペース）等が確認できるもの 

４．【更新又は変更の場合】業者票掲示・報酬額掲示の状況及び記載内容が確認できるもの 

※最新のものであること 

５．申請前６ヶ月以内に撮影したもので必ずカラーのもの 

６．写真の枚数は、１～４の内容が確認できる必要枚数とする（複数ページ可）。 

 

★現像したカラー写真の他、プリンタでカラー印刷したものも可（正本、副本とも） 

更新（既設事務所）の

場合は、業者票、報酬

額表のアップ画像も添

付する（文字が判別で

きる程度）。 



事 務 所 の 案 内 図 

 

（注） １．最寄りの駅、道路、目標物等を記入して主たる事務所の位置を明示してください。 

 ２．従たる事務所がある場合は、それぞれ別々に、事務所ごとの位置を明示してください。 

 

 
方角を記入 

 

 

 

 

山梨不動産 

主たる事務所 

●

「主たる事務所」と記入 


